
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

第2回懇談会までの議論ポイント

資料2-1



本懇談会において議論の中心とする災害イメージ

被災規模、被災箇所数小であり、
従来の手法・体制で対応が十分
可能である災害

被害が比較的激甚又は広域的であ
り、被害箇所数が市町村の対応能
力を超え、国の支援を得て、県等
による支援が有効であると思われ
る災害。

被害が激甚且つ広域的。
県・市町村の行政機能が甚大な被害を受け、
被害箇所数が膨大であり、国を挙げて対応が
必要とされる災害。

広域性

（例） 東日本大震災、
南海トラフ地震、
首都直下地震

（例）
H28 熊本地震
H27 関東・東北豪雨
H26 広島土砂災害
H23 台風12号（紀伊半島水害）
等

災害特性によるグルーピング

激甚性

グループ①：
主として、各市町
村単位での対応が
必要とされる災害

グループ②：
主として、各都道府県
単位での対応が必要と
される災害

グループ③：
国を挙げての
対応が必要と
される災害

本懇談会のターゲット
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今回の懇談会の検討範囲人的被害・避難者対応

H28台風における
避難に関わる課題への

対応

本懇談会の役割

大規模氾濫に対する
減災のための

治水対策検討小委員会
において検討

市町村支援方策に関する
有識者懇談会での
検討範囲
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大規模災害時の対応の流れ 民間事業者市町村

迅速かつ適切な施工が可能
な業者が限られる

迅速な測量や被災の状況に
あわせた適切な設計が可能
な業者が限られる

施工業者が現場条件等の変
更に対応できないなど技術
力が不足しているケースが
ある

被災直後に被災状況を俯瞰的に把握
する手段が乏しい

調査・応急復旧の技術力を持つ職員
が限られている

測量・設計業者の選定・入札・契約
に必要な技術力を持つ職員が限られ
ている

災害復旧事業に必要な設計書を組む
技術力を持つ職員が限られている

設計書等の書類の準備量が多い

工事発注のアウトソーシングが進ん
でいない

工事発注契約に必要な技術力を持つ
職員が限られている

監督・検査に必要な技術力を持つ職
員が限られている

用地取得に時間を要する場合がある

大規模災害時の市町村対応の現状と課題

設計書等作成のアウトソーシングが
進んでいない
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現状・課題と市町村支援に向けての今後の論点

現状 課題 論点

1.被災状況調査の遅れ

2.応急復旧工事の遅れ
不十分な施工

3.測量・設計の遅れ

4.災害査定の遅れ

5.本復旧工事における
不十分な施工

• 災害復旧担当職員の技
術力を効率的に上げら
れないか

• 国からの支援を強化で
きないか

• 自治体間の応援協力体
制を強化できないか

• 民間の技術者・組織を
効率的に活用できない
か

• ICT技術をより活用で
きないか

• 組織間の災害情報をよ
り迅速に共有できない
か

• 災害復旧事業の迅速
化・効率化が図れない
か

① 人員の不足

② 経験の不足

③ 技術力の不足

• いつ起こるかわからない災害
時に備え、各市町村が、常時、
多くの人員（特に、技術職
員）を抱えることは困難

• 各市町村において、技術職
員の確保や人材育成のため
の取組みが必要

• 発生頻度の低い大規模な災
害への対応について、各市
町村で十分な経験を蓄積す
ることは困難
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市町村支援策の進め方（案）について

短期 中期 長期

• TEC調査やICTデータを
災害査定に活用するため
のマニュアル整備

• 災害査定に必要な手続きの
効率化をより前倒しして
実施

• 包括協定の締結
• 所管施設の管理に必要な
基礎資料（地形図、
施設台帳等）の事前準備

• 協定にもとづいた応援・
受援訓練

• ICT利用促進のための査定資料の
検討

• 災害復旧事業に係る応援・受援
マニュアル整備

• TEC調査を査定に迅速に活用する
ための方策検討

• 技術者の養成

• TEC-FORCEによる支援強化
TEC技術力強化 （ICT拡大等）

• 研修・会議等の充実により
市町村の技術者養成を支援

• 都道府県職員の人材育成

• TEC-FORCEと地方自治体職員
との合同で技術者養成（研
修・訓練等）の実施

・強化されたTEC-FORCE
の技術力やノウハウ伝授

・マニュアルを活用した
運用力向上

外
部
専
門
家

• 研修・会議等の充実により
技術者養成の支援

• 専門家派遣制度の強化・
充実

• TECと地方自治体の合同の技術者
養成にアドバイザーとして参加

• TEC調査を査定に迅速に活用する
ための方策検討

破
局
的
な
災
害
が
発
生
し
て
も
、

国
・
県
・
市
町
村
等
が
余
す
こ
と
な
く
力
を
発
揮
し
て

対
応
に
当
た
る
連
携
体
制
の
構
築
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災害時に必要となる支援態勢のイメージ ➀

自治体の対応能力を完全に超える状況
直轄代行による復旧事業の実施など特別な支援を実施

1/1,000
（巨大災害）

1/100
（大規模災害）

1/10
（中規模災害）

1/1
（小規模災害）

災害の大きさ

（確率年）

村 町

1,000 10,000 100,000 1,000,000

市 政令市 人口（人）

1/3

1/30

1/300

国土交通省がTEC-FORCEに
よるなど被災状況調査支援
や災害査定の効率化・簡素化
など一定の支援

自治体が
自ら災害対応を実施

自治体間の
連携により災害対応を実施
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＜自治体の規模＞

〈
災
害
の
規
模

〉

※ ：面積の大きさが業務量をイメージ

小(村～町) 中(町～市) 大(政令市)

小規模災害

大規模災害

巨大災害

中規模災害

災害時に必要となる支援態勢のイメージ ➁

凡例

直轄代行による復旧事業
支援等、特別な支援

TEC-FORCE等
国交省の支援

自治体間の連携

自治体自ら対応
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短期的対応

＜市町村に対する直接的支援＞
○TEC-FORCEの技術力の強化
・TEC-FORCEによる自治体所管施設を含めた被災状況調査能力の強化
高度なTEC技術（装備の適正配置や充実、運用高度化、ドローン等のICT）の活用拡大

・地整職員の技術力を強化（高度なTEC技術を活用した効率的な調査）

○国・都道府県による研修・会議等の充実による市町村の技術者養成を支援

○市町村側の事前準備の強化
・地方自治体所管施設の管理に必要な基礎資料（地形図、施設台帳等）等の
事前準備を強化（TEC調査の迅速化・効率化に極めて有効）

○包括協定の推進
・包括協定の事例を類型化し、それぞれのモデル案文を関係者に提示し協定締結を促進

○TEC-FORCE調査結果の災害査定活用マニュアル化
・TECーFORCE調査結果から迅速に査定設計書を作成するための関係者向け
マニュアル作成等

○災害査定に必要な手続きの効率化をより前倒しして実施

＜市町村の実行力を付けるための支援＞

＜連携の場づくりによる支援＞

とりまとめ骨子（案）➀
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中期的対応

＜市町村に対する直接的支援＞

＜市町村の実行力を付けるための支援＞

＜連携の場づくりによる支援＞

○TEC-FORCEの技術力の更なる強化
・地方整備局に強化された地整職員による「TECインストラクター部隊」を創設
・全国的に装備の充実、運用の高度化、ドローン等のICT技術の活用を展開

○TEC-FORCEによる人材育成
・整備局職員と地方自治体職員との合同人材育成
災害調査方法及び調査結果（ICT含む）を査定準備への活用を図る技術研修・訓練
「TECインストラクター部隊」も参加し人材育成を実施

・マニュアル運用講習会を実施（TEC-FORCE隊員、市町村職員 対応）

○ICT利用促進のための査定資料の検討
・ICTの査定への活用の促進のため、問題点を検討し、必要に応じて資料を見直し

○災害復旧事業に係る市町村の応援・受援マニュアルの作成

○TEC-FORCE調査を災害査定により迅速に活用するためのしくみづくり

○国・遠隔自治体や広域の民間事業者も含む包括協定締結促進

○包括協定締結関係者との合同の訓練の実施

とりまとめ骨子（案）➁
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長期的対応

＜市町村に対する直接的支援＞

＜市町村の実行力を付けるための支援＞

○巨大災害を対象とした合同人材育成
・技術者交流・人事交流等による連携の強化
・南海トラフ巨大地震など、巨大災害を対象とした訓練実施
各機関の分担範囲、調査実施、結果報告活用（災害報告、査定資料）

○新たな災害における知見等も活用し、マニュアルや査定資料の見直しを
随時実施

○TEC-FORCEの技術力の継続的強化
・新たなICT技術等も取り入れ、継続的に装備の充実、運用の高度化、ICT技術
の活用を展開

＜連携の場づくりによる支援＞

○包括協定締結関係者との広域・大規模な訓練等の継続的実施

とりまとめ骨子（案）➂

破局的な災害が発生しても、国・県・市町村等が余すことなく力を発揮して
対応に当たる連携体制を構築する
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